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【平成31年12月期業績予想（連結）の前提条件】  

（１）当社グループ全体の見通し  

当社のグループは、当社と連結子会社２社（ナースコール㈱、カイロス・アンド・カンパニー㈱）の

３社により構成されており、「在宅ホスピスの研究と普及」をミッションとして掲げ、「看取り」へ対

応するケア（＝ターミナルケア）を、末期がん患者と難病患者を対象として行っております。  

なお、当社グループの事業は、「在宅ホスピス事業」の単一セグメントとなっております。 

 

「看取り」への対応は、超高齢社会における重要課題の一つであり、年々増え続ける日本の死亡者数

は2039年には、約167万人に達すると予測されています（厚生労働省・人口動態統計より）。また、現

在年間約37万人が悪性新生物（がん）によって亡くなっており、死亡原因別ではがんが長年に亘って増

加しており、今後もこの傾向は変わらないと予測されております。さらには、現在、厚生労働省が指定

難病としている331疾患の患者は国内に約90万人いるとされており、難病患者にとって療養場所の確保

が難しいというのが現状です。これらの方々に対するケアニーズが増加しており、早期の体制整備が必

要とされております。 

 

このような中、末期がん及び難病の医療コストは高く、増大する社会保障費を抑制すべく、日本の社

会保障制度は病院から在宅へのシフトを推進している一方で、その受け皿となる「最後を迎える場所」

が圧倒的に不足しており、事業環境は、当社グループ事業への追い風となっていると考えられます。今

後、同分野における社会的ニーズがより一層高まり続ける中で、この先進事業モデルを短期的には中部

地区及び関東地区に展開し、中長期的には日本全国への普及を目指すことを計画しております。 

 

当社グループでは、平成30年12月期に４施設（ナースコール㈱にて２施設、カイロス・アンド・カン

パニー㈱にて２施設）を新たに開設し、平成30年12月期末時点、ナースコール㈱にて６施設、カイロス・

アンド・カンパニー㈱にて６施設、合計12施設を運営しております。 

 

施設数の増加、施設利用者の増加等により、平成30年12月期の売上高は3,015百万円、営業利益は242

百万円、経常利益は133百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は149百万円となりました。  

当社グループの平成31年12月期における業績予想については、平成30年12月期の実績値等をもとに、

以下の前提条件で、売上高4,251百万円、営業利益515百万円、経常利益407百万円、親会社株主に帰属

する当期純利益312百万円と予想しております。  

 

 

（２）売上高  

連結売上高は 4,251 百万円（前期比41.0％増）を予想しております。  

直近２期間における新規開設施設数は平成29年12月期に４施設（ナースコール㈱２施設、カイロス・

アンド・カンパニー㈱２施設）、平成30年12月期は上述したとおり４施設となっており、平成30年12

月期末時点で計12施設を運営しております。 

 

平成31年12月期の売上高は、既存施設12施設の売上高、平成31年12月期開設予定施設２施設（5月に

１施設、11月に１施設）と、平成31年12月期増室予定２施設（1月に１施設、3月に１施設）の売上高の

合算となります。 

 

当社グループの売上高は、主に各施設における在宅ホスピス事業の売上であり、各施設の売上高は、

居室数、利用者の月次入居率の推移、受け入れる利用者の疾病別（末期がん、難病、その他疾患）利用

者構成割合、疾病別売上単価の４要素を基に計算しております。 
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既存施設（平成30年12月期までに開設された施設）については、平成30年12月期の入居状況等を踏ま

え、月次入居率、疾病別利用者構成割合を見積もっております。疾病別売上単価は、平成30年9月から

11月の３ヶ月の平均値を基に算出しております。既存施設のうち、利用者がほぼ充足された施設につい

ては、その後は安定した売上高を計上することを想定し、直近期の売上高を維持する計画としておりま

す。また、開設後間もない施設等については、平成30年12月期の入居率の推移を勘案して月次入居率を

想定しており、入居者の増加に応じて平成31年12月期の月次売上高が徐々に増加することを見込んでお

ります。 

 

新規施設については、開設予定の立地条件、予定居室数、近隣施設の疾病別売上単価等を勘案して各

施設の疾病別利用者構成割合、月次入居率を想定して売上高を算出しております。また、月次入居率の

推移については、平成30年12月期以前に開設した施設の開設状況を勘案した各地域の新規開設モデルを

基に策定しております。 

新規施設は利用者の獲得からスタートすることから、開設当初は月次入居率が低く、月次の施設運用

費用が当該施設の月次売上高を上回る傾向があり、徐々に利用者が増加していくことで月次入居率が上

昇し、当該施設の採算が良化することを見込んでおります。 

 

平成31年12月期に増室する施設については、施設毎に予定している増室数、平成30年12月末の疾病別

利用者構成割合を勘案し、平成31年12月期の月次入居率、疾病別利用者構成割合を算出しております。

増室後の入居数、月次入居率に関しては、新規開設モデルを参考にして策定しております。 

 

平成31年12月期末の居室数につきましては414室（前期末比91室増）、平成31年12月期の入居率につ

きましては、既存施設にて85.5％、新規施設にて51.3％、また、疾病別利用者構成割合につきましても

施設ごとに異なりますが、全施設の平均構成割合は末期がん患者が全体の約5割、難病患者が全体の約4

割、その他疾患患者が全体の約1割を予定しております。 

 

以上により、連結売上高は4,251百万円（前期比1,236百万円増）を見込んでおります。  

 

 

（３）売上原価・売上総利益  

連結売上原価は 3,146百万円（前期比772百万円増）、売上総利益は1,104 百万円（前期比463百万円

増）、売上総利益率26.0％（前年比4.7ポイント上昇）を予想しております。  

 

当社グループの売上原価は、各施設で勤務する職員の労務費、賃借料が売上原価の中で高い割合を占

めており、それぞれ以下の方法により算定しております。 

 

・労務費について 

既存施設については、利用者がほぼ充足された施設では、労務費が安定的に推移すると考えており、

前期実績を元に労務費を算出しております。開設後間もない施設等については、利用者の増加に応じて

職員を増員する必要がありますので、労務費が徐々に増加することを見込んでおります。新規施設の労

務単価（職員の給与等）については、既存施設の前期実績単価を使用しております。 

 

新規２施設及び増室２施設については、施設毎に、居室数と受け入れる利用者の疾病別利用者構成か

ら必要な看護師・介護士等の人員数を算出し、利用者の受入計画に沿って人員充足計画を策定し、労務

費を計算しております。 

以上より、平成31年12月期の労務費は2,349百万円(前期比565百万円増）を見込んでおります。 
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・賃借料について 

賃貸借契約が未締結の新規施設の賃借料に関しては、その施設の居室数と規模等と当社施設の平成 30

年 12 月期の賃料実績及び近隣相場を勘案して各施設の賃借料を算出しております。賃借料が確定して

いる施設（既存施設を含む）との合計が売上原価の賃借料となります。平成 31年 12月期の賃借料は、

新規２施設、増室２施設分の賃借料が主な増加要因となっております。 

以上より、建物所有者への賃借料は 299百万円(前期比 98百万円増）を見込んでおります。 

 

・その他の売上原価について 

過去の実績数値を勘案して、各費用（消耗品費など）を積み上げて算出しております。 

 

なお、広告費等の施設開設に要する経費や人材の確保に要する経費の支出は、開設又は増室前３ヶ月

程度集中的に発生します。新規開設施設に関しては、施設開設前は売上が無いこともあり、開設初年度

は売上利益率が悪化する傾向にあります。平成 31年 12月期に開設する東林間ハウス、他１施設の合計

売上総利益率は△19.9％を見込んでおり、既存施設の売上総利益率と比較すると低くなっております。 

 

以上により、連結売上原価は3,146百万円（前期比772百万円増）を見込んでおります。 

 

 

（４）販売費及び一般管理費・営業利益  

販売費及び一般管理費は、589百万円（前期比47.7％増）、営業利益は515百万円（前期比112.4％増） 

を予想しております。  

人件費（役員報酬を含む）につきましては、平成31年12月期に増員予定の６名分と本社部門の昇給予

定額を勘案して、255百万円（前期比42.7％増）を見込んでおります。 

のれん償却費につきましては、平成27年12月期の組織再編時に発生したのれん償却額（55百万円）を

見込んでおります。 

 

（５）営業外費用 

営業外費用については、108百万円（前期比2.8％減）を予想しており、主なものとして支払利息を見

込んでおります。 

支払利息については、銀行借入金利息とリース債務から発生する支払利息を計上しております。リー

ス債務については、現在すでに貸借対照表に計上されているリース資産（賃貸物件でオンバランス処理

が求められるもの）に関してのみ支払利息が発生し、施設ごとの各利息を積み上げて算出しております。 

 

以上より、経常利益は407百万円（前期比205.0％増）を予想しております。  

 

 

（６）税金費用、親会社株主に帰属する当期純利益  

連結納税は行なっていないため、各社ごとに算出した税金費用を合算し、算出しております。親会社

株主に帰属する当期純利益は312百万円（前期比109.1％増）を予想しております。  

 


